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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結

累計期間
第68期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 14,752 14,684 20,493

経常利益 （百万円） 21 185 199

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）

（百万円） △59 46 △113

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △7 465 △59

純資産額 （百万円） 23,536 23,737 23,484

総資産額 （百万円） 30,258 30,636 30,514

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）

（円） △12.93 10.16 △24.79

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.1 74.8 74.3

 

回次
第68期

第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 29.39 6.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第68期第３四半期連結累計期間及び第68期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。第69期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）

純損失金額を算定しております。

５．第69期第１四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、

比較を容易にするため第68期第３四半期連結累計期間及び第68期についても百万円単位に変更しておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済環境は、米国および中国による景気対策などにより新興国経済を下支

えし、米国・欧州とともに総じて堅調に推移しました。

　また、国内経済も設備投資動向および消費動向の改善が見られ穏やかな回復基調で推移しました。

　しかしながら、直近では米国の利上げによる円高の懸念、先行き警戒感による米国発の株安連鎖が世界的に広がり

を見せ、加えて、政治動向や地政学的リスクなどに対する懸念材料は未だ払拭されておらず、依然不透明な環境が続

いています。

 

　当社グループは、経営体質を抜本的に改革・強化するため、開発・生産・販売にわたる業務プロセス改革、仕組み

改革を実施し、その効果が徐々に現れつつありますが、当社の主力製品である大判インクジェットプリンタ市場で

は、依然、競争激化による製品価格の下落傾向が続いております。

 

　このような状況のなか、大判インクジェットプリンタ事業においては、汎欧マーケティング施策の一元化、物流改

革などの推進による経営体質の強化に加え、成長分野と位置付けるインダストリアル市場向け工業印刷など多品種少

量のオンデマンド印刷に最適なＵＶインク対応プリンタ「ＶＪ－６２６ＵＦ」など本年度新たに投入した製品の拡販

に努めました。

　３Ｄプリンタ事業においては、造形後に体温で変形可能な世界初の感温性抗菌新型フィラメントを発売しました。

また、美術工芸品のデジタルアーカイブ作成やリバースエンジニアリングなどへの活用が期待される３Ｄスキャナ

「ＭＳ－６００Ｎ/ＰＸ」などＢｔｏＢ市場に向けた製品投入と拡販に努めました。加えて、スマートフォンやデジ

タルカメラで撮影した画像データを使ったインターネット３Ｄフィギュア作成サービスを開始しました。

 

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は146億84百万円（前年同期比0.5％減）と前年並みに留

まりましたが構造改革などによるコスト削減等が奏功し、営業利益76百万円（前年同期75百万円の増益）、為替差益

のほか営業外収益の計上により経常利益１億85百万円（前年同期１億63百万円の増益）となり、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は46百万円（前年同期は59百万円の損失）となりました。
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

〔情報画像関連機器（アジア・北アメリカ・ヨーロッパ）〕

　アジア地域においては、大判インクジェットプリンタ販売でのアジア新興国における収益性改善に向け選択と集中

と売価是正等の施策を実施するも、３Ｄプリンタにおける販売の一服感と低価格化の進行による影響から、売上高46

億79百万円（前年同期比4.4％減）となりましたが、コスト削減などに努め、セグメント損失２億65百万円（前年同

期は２億93百万円の損失）となりました。

　北アメリカにおいては、為替円安の恩恵を受けながらも、販売価格下落が影響する結果となり、25億71百万円（前

年同期比5.6％減）、セグメント利益77百万円（前年同期比57.0％減）となりました。

　ヨーロッパにおいては、価格下落傾向の影響と地政学的リスクの懸念による先行き不透明感は根強くあるものの為

替の円安に加え、産業用分野への拡販施策が功を奏し増収増益となり、売上高44億79百万円（前年同期比7.2％

増）、セグメント利益２億19百万円（前年同期比148.7％増）となりました。

 

〔情報サービス〕

　システム受注案件のバラツキにより、売上高15億24百万円（前年同期比3.3％減）と減少となりました。セグメン

ト利益はコスト削減等に努めながらも売上減少要因から94百万円（前年同期比13.2％減）となりました。

 

〔設計計測機器〕

販売価格下落の影響はありながらも販売はほぼ前年並みに推移し、８億73百万円（前年同期比0.2％増）となりま

したが、セグメント利益10百万円（前年同期比39.4％減）となりました。

 

〔不動産賃貸〕

　新規テナントの入居などから増収増益となり、売上高２億42百万円（前年同期比23.6％増）、セグメント利益１億

78百万円（前年同期比17.6％増）となりました。

 

〔その他〕

　販売は前年並みに推移したものの為替の円安の影響により仕入原価が上昇し、売上高は３億13百万円（前年同期比

0.3％増）、セグメント損失19百万円（前年同期は14百万円の損失）となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は７億75百万円となりました。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,481,818 5,481,818
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 5,481,818 5,481,818 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成29年10月１日

（注）
△49,336,362 5,481,818 － 10,199 － 2,549

（注）平成29年６月29日開催の第68回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で

株式併合を行っております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

895,700

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

4,547,200
45,472 －

単元未満株式
普通株式

38,918
－ －

発行済株式総数 5,481,818 － －

総株主の議決権 － 45,472 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＭＵＴＯＨホールディ

ングス株式会社

東京都世田谷区池尻三丁

目１番３号
895,700 － 895,700 16.34

計 － 895,700 － 895,700 16.34

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しまし

た。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,796 9,570

受取手形及び売掛金 4,020 ※２ 3,569

商品及び製品 2,816 2,446

仕掛品 150 125

原材料及び貯蔵品 1,736 1,549

繰延税金資産 208 246

その他 1,058 1,297

貸倒引当金 △97 △82

流動資産合計 18,689 18,722

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,801 2,942

機械装置及び運搬具（純額） 57 45

工具、器具及び備品（純額） 289 251

土地 5,418 5,433

リース資産（純額） 11 8

建設仮勘定 0 2

有形固定資産合計 8,578 8,683

無形固定資産   

その他 272 278

無形固定資産合計 272 278

投資その他の資産   

投資有価証券 2,205 2,248

差入保証金 60 56

繰延税金資産 705 643

その他 27 21

貸倒引当金 △24 △18

投資その他の資産合計 2,973 2,951

固定資産合計 11,824 11,913

資産合計 30,514 30,636
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,817 2,444

未払金 359 326

未払法人税等 140 193

賞与引当金 127 84

製品保証引当金 374 381

その他 1,029 1,352

流動負債合計 4,850 4,782

固定負債   

繰延税金負債 71 72

退職給付に係る負債 1,750 1,696

役員退職慰労引当金 57 54

その他 301 292

固定負債合計 2,180 2,116

負債合計 7,030 6,899

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,199 10,199

資本剰余金 4,182 4,182

利益剰余金 12,558 12,444

自己株式 △2,348 △2,350

株主資本合計 24,591 24,476

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 227 231

為替換算調整勘定 △1,865 △1,565

退職給付に係る調整累計額 △289 △224

その他の包括利益累計額合計 △1,928 △1,559

非支配株主持分 820 820

純資産合計 23,484 23,737

負債純資産合計 30,514 30,636
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 14,752 14,684

売上原価 9,755 9,811

売上総利益 4,996 4,872

販売費及び一般管理費 4,995 4,795

営業利益 1 76

営業外収益   

受取利息 5 3

受取配当金 11 11

為替差益 11 89

持分法による投資利益 － 0

その他 9 9

営業外収益合計 37 114

営業外費用   

支払利息 2 2

売上割引 3 3

株式交付費 7 －

持分法による投資損失 1 －

その他 1 0

営業外費用合計 17 6

経常利益 21 185

特別利益   

固定資産売却益 1 1

投資有価証券売却益 40 154

その他 － 4

特別利益合計 42 160

特別損失   

固定資産売却損 3 6

固定資産廃棄損 7 1

投資有価証券売却損 0 2

減損損失 20 －

特別損失合計 32 10

税金等調整前四半期純利益 32 335

法人税等 54 233

四半期純利益又は四半期純損失（△） △21 101

非支配株主に帰属する四半期純利益 37 55

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△59 46
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △21 101

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △10 △19

為替換算調整勘定 △79 295

退職給付に係る調整額 74 64

持分法適用会社に対する持分相当額 29 22

その他の包括利益合計 14 363

四半期包括利益 △7 465

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △57 415

非支配株主に係る四半期包括利益 49 50
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

保証先 保証内容 保証残高 保証先 保証内容 保証残高

当社の顧客 リース契約保証 16百万円 当社の顧客 リース契約保証 18百万円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 26百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 329百万円 312百万円

のれんの償却額 15 15

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 321 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 160 3.50 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」につ

きましては、当該株式併合前の金額を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 情報画像関連機器 情報

サービス

設計計測機
器

不動産賃貸
 アジア 北アメリカ ヨーロッパ

売上高       

(1)外部顧客への売上

高
4,892 2,725 4,177 1,576 872 196

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,283 5 8 218 26 175

計 8,176 2,731 4,186 1,794 898 371

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

△293 180 88 109 17 151

 

     

 
報告セグメ

ント その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 計

売上高      

(1)外部顧客への売上

高
14,440 312 14,752 － 14,752

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,718 25 3,743 △3,743 －

計 18,158 337 18,496 △3,743 14,752

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

252 △14 238 △236 1

（注）１．その他には、スポーツサポート用品の販売、飲食業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△236百万円は、セグメント間取引消去150百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△387百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 情報画像関連機器 情報

サービス

設計計測機
器

不動産賃貸
 アジア 北アメリカ ヨーロッパ

売上高       

(1)外部顧客への売上

高
4,679 2,571 4,479 1,524 873 242

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,277 1 4 199 － 150

計 7,956 2,573 4,483 1,723 873 392

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

△265 77 219 94 10 178

 

     

 
報告セグメ

ント その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 計

売上高      

(1)外部顧客への売上

高
14,371 313 14,684 － 14,684

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,632 25 3,658 △3,658 －

計 18,004 339 18,343 △3,658 14,684

セグメント利益又は

セグメント損失

（△）

314 △19 295 △218 76

（注）１．その他には、スポーツサポート用品の販売、飲食業を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△218百万円は、セグメント間取引消去171百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△390百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度より、従来「その他」に含まれていた「設計計測機器事業」について、量的な重要性が増

したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区

分に基づき作成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△12円93銭 10円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△59 46

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△59 46

普通株式の期中平均株式数（株） 4,587,840 4,586,452

　（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金

額を算定しております。

（重要な後発事象）

　当社は、平成30年２月13日開催の当社取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ムトーエンジニアリン

グの全事業を会社分割（吸収分割）により当社が継承する旨の吸収分割契約を締結することを決議し、同日付にて締

結いたしました。

 

１．取引の概要

（1）対象となる事業の名称及びその事業の内容

株式会社ムトーエンジニアリングの全事業

（2）企業結合日

平成30年３月30日（予定）

（3）企業結合の法的形式

株式会社ムトーエンジニアリングを分割会社とし、当社を承継会社とする会社分割（簡易吸収分割）

（4）結合後企業の名称

ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社

（5）その他取引の概要に関する事項

当社グループでは、一体感のあるグループ経営を進めるため、グループ内事業の見直し、再編について取り

組んでまいりましたが、この度、更なる強化に向け経営資源の集約、業務の効率化を目的として連結子会社で

ある株式会社ムトーエンジニアリングの全事業を当社へ事業移管を行うことといたしました。これにより分散

していた管理業務等の一元化およびコストの削減を図り、一層の業務の効率化を目指してまいります。

 

２．実施する会計処理の概要

 「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社(E02305)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　直彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＭＵＴＯＨホー

ルディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29

年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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